
部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

人づくりネットワー

ク形成事業費

(新規)

4,500 キャリア教育の効果的な展開を図るため､ 地

域ぐるみのキャリア教育を推進する人材の育成

や意識啓発､ 情報の収集・集約・発信機能の強

化を図るとともに､ 人材育成を総合的に推進す

るための機能連携のあり方を検討するのに要す

る経費

�地域キャリア教育プロデューサー育成事業

費 2,385

�キャリア教育ネットワーク強化事業費

1,285

�人財育成拠点機能検討事業費 830

｢あおもり立志挑

戦塾｣ 開催事業費

7,248 本県経済や地域づくり等を牽引していく人材

の育成とネットワークの形成を図るため､ 意欲

ある参加者を対象とした短期・集中的な塾を開

催するのに要する経費

首都圏発あおもり

人財ネットワーク

構築事業費

1,275 本県で起業・創業､ 経営革新､ 地域づくり等

を行う意欲的な人材の取組みを支援するため､

本県に有意な情報を有する都市圏の人材を効果

的に発掘・活用するためのネットワークの構築

等に要する経費

環境生活部 消費生活センター

費

69,887 総合的な消費者対策の拠点である県消費生活

センターの運営委託に要する経費

委 託 先 県消費者協会

委託業務内容 消費生活相談､ 苦情処理､

消費者啓発､ 商品テスト､

生活情報提供等

青森型安全・安心

地域力アップ推進

事業費 (新規)

6,200 防犯・交通安全・消費生活全般にわたって関

係団体が連携・協働し､ ｢地域の安全・安心は

地域で守る｣ 体制づくりのため､ 地域活動リー

ダースキルアップ研修､ 協働活動のモデル事業

及び普及啓発を実施するのに要する経費

全国高等学校ファッ

ションデザイン選

手権大会 (ファッ

ション甲子園) 事

業費

18,000 本県のファッション振興を図るため､ 第９回

全国高等学校ファッションデザイン選手権大会

を開催するのに要する経費

開 催 時 期 平成21年８月 (予定)

開 催 場 所 弘前市民会館 (予定)
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

事業実施主体 ファッション甲子園実行

委員会

命を大切にする心

を育む県民運動推

進会議・フォーラ

ム開催事業費

2,337 次代を担う子どもたちが､ 命を大切にし､ 他

人への思いやりを持ち､ たくましく生きていけ

るよう､ 県民一体となり､ 命を大切にする心を

育む県民運動を展開するための推進会議及びフォー

ラムの開催に要する経費

命を大切にする心

を育む人・地域づ

くり推進事業費

(新規)

8,998 命を大切にする心を育む県民運動の定着を図

るため､ 地域における声かけ隊の組織化の推進､

中・高校生による同世代応援メッセージ大会の

開催､ 体験活動のモデルプランの策定等に要す

る経費

男女が共に創るあ

おもり推進事業費

2,356 男女共同参画社会実現のための気運の醸成､

地域の自発的活動の促進に要する経費

�市町村男女共同参画基本計画策定支援等事

業費 385

�ボランティアリーダー活動支援事業費 (新

規) 759

�いきいき男女共同参画社会づくり事業費

414

�男性育児休業取得促進事業費 (新規) 798

子育て世代応援事

業費 (新規)

1,450 男女がともに育児に携わり､ 安心して子育て

できる環境づくりを推進するため､ 子育て世代

が抱えている不安の原因やニーズ､ 父親の子育

てへの関与などの実態把握調査等に要する経費

浄化槽整備費補助 34,125 市町村が行う浄化槽設置整備事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
６

補 助 限 度 額 市町村の補助基準額の１６

又は国庫補助基準額の１６
相当の定額のいずれか低

い額
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

ごみ減量・リサイ

クル強化対策事業

費 (新規)

7,100 一般廃棄物の減量化及びリサイクル率向上を

図るため､ 県民運動の継続的な実施､ 事業系及

び家庭系紙ごみの新たな回収ルートのモデル検

討・実施並びにレジ袋無料配布中止の取組推進

に要する経費

�もったいない・あおもり県民運動推進事業

費 1,211

�古紙リサイクルシステム構築事業費 1,778

�ごみリサイクルエコステーション整備事業

費 3,389

・ごみリサイクルエコステーション整備費

補助 3,360

補助金交付先 事業者､ ＮＰＯ､ 民

間団体等

補 助 率 １
３

・県事務費 29

�ごみゼロチャレンジ事業費 722

県外産業廃棄物等

適正処理推進事業

費

16,814 青森県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議

等に関する条例に基づき､ 県外から搬入される

産業廃棄物の適正な処理を推進し､ 生活環境の

保全を図るため､ 搬入事前協議､ 監視・指導等

を実施するのに要する経費

�硫酸ピッチ不法投棄対策事業費 1,410

�県外産業廃棄物等事前協議事業費 4,649

�悪質不法投棄等調査・撤去指導事業費

8,669

�排出事業者適正処理指導事業費 1,824

�不法投棄撲滅広報事業費 262

あおもり低炭素社

会推進事業費

(新規)

12,559 地球温暖化対策推進のため､ あおもり低炭素

社会づくり戦略の策定､ 県内事業者の省エネル

ギー対策の促進支援､ 電気自動車の先導的導入

及び地域協議会によるモデル事業等を実施する

のに要する経費

｢青森宣言｣ を未

来につなぐ環境・

エネルギー教育推

進事業費 (新規)

13,890 Ｇ�エネルギー大臣会合等における ｢青森宣

言｣ を契機とした環境教育の充実を図るため､

環境教育用プログラム等の作成､ 環境出前講座

の実施､ 環境教育サポーターの育成及び環境教

育専用車の整備等に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

石綿健康被害救済

基金出資金

11,000 石綿による健康被害者等の救済給付の支給に

要する費用に充てるために創設された石綿健康

被害救済基金に対する出資金

原子力施設環境放

射線等監視事業費

288,500 原子燃料サイクル施設及び東通原子力発電所

周辺地域の住民の安全の確保及び環境の保全を

図るために行う環境放射線等の監視に要する経

費

事業内容 環境放射線等の測定

環境試料中の放射能等の測定

監視評価会議の開催

原子力センター維持管理

調査研究等

白神山地生物多様

性保全事業費

(新規)

4,886 世界遺産 ｢白神山地｣ の自然環境の保全と持

続可能な利用を図るため､ 人が利用することに

よる自然環境への影響調査等を実施するのに要

する経費

下北半島ニホンザ

ル保護共生対策管

理事業費

1,564 天然記念物に指定されている下北半島のニホ

ンザルによる農作物被害等に対処し､ 共生を図

るため､ 保護管理対策等の検討を行うのに要す

る経費

事業内容 モニタリング調査､ 委員会開

催等

津軽半島地域ニホ

ンザル保護対策事

業費

400 津軽半島地域に生息するニホンザルの適正な

保護管理を図るため､ 生息状況の調査及び保護

管理対策等の検討を行うのに要する経費

県境不法投棄対策

事業費

6,896,002 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における

産業廃棄物不法投棄現場の環境再生対策､ 有害

廃棄物撤去及び排出事業者の責任追及等に要す

る経費

�環境再生対策事業費 5,190

�排出事業者責任追及事業費 4,599

�汚染拡散防止対策事業費 6,832,299

�環境モニタリング調査費 48,914

�環境再生実現可能性等調査検討事業費 (新

規) 5,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

環境生活部

農林水産部

県土整備部

県境不法投棄現場

周辺対策事業費

18,250

債務負担

行為設定

額

3,000,000

� 次代につな

ぐ県境再生啓

発事業費

(新規)

3,550 (環境生活部)

原状回復事業の理解を深めるため､ 田子町及

び処理施設近隣の小・中学生及び地域住民を対

象とした県境不法投棄事案の出前講座､ 不法投

棄現場及び処理施設の見学会の開催並びに県の

取組みに関する記録の蓄積等に要する経費

� 風評被害対

策給付金 (債

務負担行為)

債務負担

行為設定

額

3,000,000

(環境生活部)

県境不法投棄事案に係る特定支障除去等事業

の実施に伴う風評により経済的損失を受けた場

合に､ 県が当該被害の範囲内で損失を補てんす

るための給付金

� 県境再生地

域産品販売促

進事業費補助

700 (農林水産部)

田子町の農林畜産物の販売促進活動に要する

経費に対する補助

補助金交付先 田子町､ 田子町に所在す

る農林畜産業団体

補 助 率 １
２

� セーフティ

タウン道路事

業費

14,000 (県土整備部)

撤去廃棄物の搬出路となる県道道前浄法寺線

における交通安全対策施設の整備等に要する経

費

健康福祉部 地域連携パス定着

支援事業費

958 医療機関の利用者が円滑に地域生活に戻り､

早期に社会復帰できるようにするため､ 地域連

携パスの活用促進及び定着を支援するのに要す

る経費

保健・医療・福祉

地域連携情報共有

促進事業費 (新規)

5,600 保健・医療・福祉の地域連携を促進するため､

緊急入院に係る情報共有体制の構築､ 圏域ごと

の職種間の連携強化､ 地域医療連携室担当者の

研修等を実施するのに要する経費
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